
（ ボイ ラ ー）  

第４ 条 ボイ ラ ーの構造は、 次に掲げる 基準によ ら なければなら ない。（ う ）（ か）（ せ）（ ひ）  

⑴ 蒸気管は、 可燃性の壁、 床、 天井等を 貫通する 部分及びこ れら に接触する 部分を 、 けいそう

土その他の遮熱材料で有効に被覆する こ と 。（ か）（ け）（ ひ）（ ま ）  

⑵ 蒸気の圧力が異常に上昇し た場合に自動的に作動する 安全弁その他の安全装置を 設ける こ

と 。（ う ）（ か）（ け）  

２  前項に規定する も ののほか、 ボイ ラ ーの位置、 構造及び管理の基準については、 第３ 条（ 第１

項第 1 1 号及び第 1 2 号を 除く 。） の規定を 準用する 。（ う ）（ か）（ け）（ せ）  

 

【 解説】  

 本条は、 文理上はすべての種類及び大き さ のボイ ラ ーを 対象と する が、 労働安全衛生法（ 昭和 4 7

年法律第 5 7 号） に基づく ボイ ラ ー及び圧力容器安全規則（ 昭和 4 7 年労働省令第 3 3 号） によ っ て

規制を 受ける も のについては、同規則の規定と の関係から 、本条によ る 規定は適用さ れないこ と に注

意すべき である 。 し たがっ て、 本条の適用と なる のは、 表４ －１ に揚げる 小型ボイ ラ ー及び簡易ボイ

ラ ーである 。  

 

１  「 ボイ ラ ー」 と は、 火気、 燃焼ガス その他高温ガス 及び電気によ り 水又は熱媒を 圧力を 有する 状

態で過熱し 、 温水又は蒸気を 他へ供給する 設備を いう も のであり 、 労働安全衛生法では、 ボイ ラ ー

（ 通称「 労基ボイ ラ ー」 と いう ）、 小型ボイ ラ ー及び簡易ボイ ラ ーに分類さ れる 。 そのう ち、 小型

ボイ ラ ー及び簡易ボイ ラ ーは、 蒸気ボイ ラ ー、 温水ボイ ラ ー、 貫流ボイ ラ ーに細分化さ れ、 それぞ

れのボイ ラ ーの定義は次のと おり である 。  

⑴ 「 蒸気ボイ ラ ー」 と は、 火気、 燃焼ガス その他の高温ガス 及び電気によ り 、 水又は熱媒を 加熱

し 、 大気圧を 超える 圧力の蒸気を 発生さ せて、 こ れを 他に供給する 装置を いう 。  

⑵ 「 温水ボイ ラ ー」 と は、 火気、 燃焼ガス その他の高温ガス 及び電気によ り 、 圧力を 有する 水又

は熱媒を 加熱し 、 こ れを 他に供給する 装置を いう 。  

⑶ 「 貫流ボイ ラ ー」 と は、 管によ っ て構成さ れ、 ド ラ ム を 有し ないボイ ラ ーで、 水又は熱媒を 一

端から ポン プで送り 、 他の端から 温水等を 取り 出す装置を いう 。  



表４ －１  小型及び簡易ボイ ラ ーの規格 

項目 

範囲 

圧力 

P( MPa )  

伝熱面積 

A( ㎡)  

胴内径 

φ( ㎜)  

胴長さ ℓ

( ㎜)  

大気開放管φ

( 内径㎜)  

水頭圧 

H( m)  

U 形立管 

φ( 内径㎜)  

小
型
 
 
 
  

蒸
気
 
 
 
  

P≦0 .1  0 .5 ＜A≦１       

P≦0 .1   
2 0 0 ＜φ 

＜3 0 0  

4 0 0 ＜ℓ  

≦6 0 0  
   

 ２ ＜A≦3 .5    φ≧2 5    

P≦0 .0 5  ２ ＜A≦3 .5     H≦５  φ≧2 5  

温
水
 
 
 
  

P≦0 .1  ４ ＜A≦８     H≦1 0   

P≦0 .2  A≦２       

貫
流
 
 
 
  

P≦１  ５ ＜A≦1 0       

簡
易
 
 
 
  

蒸
気
 
 
 
  

P≦0 .1  A≦0 .5       

P≦0 .1   φ≦2 0 0  ℓ ≦4 0 0     

 A≦２    φ≧2 5    

 A≦２     H≦５  φ≧2 5  

温
水
 
 
 
  

 A≦４     H≦1 0   

貫
流
 
 
 
  

P≦1  A≦５       

 

        ボイ ラ ー（ 通称「 労基ボイ ラ ー」）     設置所轄労働 

                           基準監督署長 

ボイ ラ ー   小型ボイ ラ ー              

                           設置所轄消防長 

        簡易ボイ ラ ー             

 



２  ボイ ラ ーの建築物等及び可燃性の物品から の離隔距離は、 表４ －２ のと おり である 。  

  ただし 、 ボイ ラ ーが（ 一財） 日本ガス 機器検査協会又は（ 一財） 日本燃焼機器検査協会が定めた

防火性能基準に適合し たも のについては、防火性能が確保さ れ、安全性が高いも のと なっ ている こ

と から 、当該設備等に貼付さ れている 、いずれかの協会名の認証ラ ベルに記載さ れている 離隔距離

と し て差し 支えない。  

なお、 ボイ ラ ーの三方が囲われ、 ボイ ラ ーの高さ が低い場合には、 ボイ ラ ーの上方から 背面のご

み付着状況、 油漏れの有無等の点検ができ る が、 ボイ ラ ーの高さ が高い場合には、 それら の点検が

期待でき ないため、側方のいずれか一方は点検に必要なス ペース と し て 3 0 セン チメ ート ル以上を

確保する 必要がある 。  

 

表４ －２  

火気設備等又は火気器具等の種別 
離隔距離 

( 単位セン チメ ート ル)  

 入力 上方 側方 前方 後方 

 
 
 
  

気
体
燃
料 

不
燃
以
外 

開放式 
フ ード を 付けない場合 7 キロ ワ ッ ト 以下 4 0  4 .5  4 .5  4 .5  

フ ード を 付ける 場合 7 キロ ワ ッ ト 以下 1 5  4 .5  4 .5  4 .5  

半密閉式 

1 2 キ ロ ワ ッ ト を 超え 4 2 キ ロ

ワ ッ ト 以下 
- 1 5  1 5  1 5  

1 2 キロ ワ ッ ト 以下 - 4 .5  4 .5  4 .5  

密閉式 4 2 キロ ワ ッ ト 以下 4 .5  4 .5  4 .5  4 .5  

屋外用 
フ ード を 付けない場合 4 2 キロ ワ ッ ト 以下 6 0  1 5  1 5  1 5  

フ ード を 付ける 場合 4 2 キロ ワ ッ ト 以下 1 5  1 5  1 5  1 5  

不
燃 

開放式 
フ ード を 付けない場合 7 キロ ワ ッ ト 以下 3 0  4 .5  - 4 .5  

フ ード を 付ける 場合 7 キロ ワ ッ ト 以下 1 0  4 .5  - 4 .5  

半密閉式 4 2 キロ ワ ッ ト 以下 - 4 .5  - - 

密閉式 4 2 キロ ワ ッ ト 以下 4 .5  4 .5  - - 

屋外用 
フ ード を 付けない場合 4 2 キロ ワ ッ ト 以下 3 0  4 .5  - 4 .5  

フ ード を 付ける 場合 4 2 キロ ワ ッ ト 以下 1 0  4 .5  - 4 .5  

液
体
燃
料 

不燃以外 

1 2 キ ロ ワ ッ ト を 超え 7 0 キ ロ

ワ ッ ト 以下 
6 0  1 5  1 5  1 5  

1 2 キロ ワ ッ ト 以下 4 0  4 .5  1 5  4 .5  

不燃 

1 2 キ ロ ワ ッ ト を 超え 7 0 キ ロ

ワ ッ ト 以下 
5 0  5  - 5  

1 2 キロ ワ ッ ト 以下 2 0  1 .5  - 1 .5  

上記に分類さ れないも の 
2 3 キロ ワ ッ ト を 超える  1 2 0  4 5  1 5 0  4 5  

2 3 キロ ワ ッ ト 以下 1 2 0  3 0  1 0 0  3 0  

 



＜設置例＞ 

図４ －１  ボイ ラ ー（ 気体燃料を 使用する も の） と 建築物等の距離（ セン チメ ート ル）（（  ） 内は、

不燃材料で有効に仕上げを し た建築物等の部分又は防熱板であ る 場合の離隔距離を 示す。

以下同じ 。）  

 

① 開放式（ ７ キロ ワ ッ ト 以下）  

平面  

 

 

フ ード を 付けない場合 フ ード を 付ける 場合 

正面 正面 

  
 

（ 注）（  ） 内は、 防熱板を 取り 付けた場合の寸法を 示す。  

 

4 .5 以上 

4 .5 以上 

4 0 （ 3 0 ） 以上 
1 5 （ 1 0 ） 以上 

フ ード  



② 半密閉式 

平面 正面 

 

 
（ 注）（  ） 内は、 防熱板を 取り 付けた場合の寸法を 示す。  

 ※ 1 2 キロ ワ ッ ト 以下のも のにあっ ては、4 .5 セン チメ ート ル以上と する こ と ができ る 。 

 

 

③ 密閉式（ 4 2 キロ ワ ッ ト 以下 

正面 側面 

  

 

 ④ 屋外用（ 4 2 キロ ワ ッ ト 以下）  

⑴ フ ード を 付けない場合 ⑵ フ ード を 付ける 場合 

  
 

1 5 （ 4 .5 ） 以上 

1 5  

（ 4 .5 ）  

以上 

4 .5 以上 4 .5 以上 

4 .5 以上 4 .5 以上 

6 0 （ 3 0 ）

以上 

1 5 （ 4 .5 ）  

以上 

1 5 （ 4 .5 ）

以上 
フ ード  

1 5 （ 4 .5 ）

以上 

1 5 （ 4 .5 ）

以上 

1 5 （ 4 .5 ）

以上 1 5 （ 4 .5 ）

以上 

1 5 （ 4 .5 ）

以上 



図４ －２  ボイ ラ ー（ 液体燃料を 使用する も の） と 建築物等の距離（ セン チメ ート ル）  

 

① 1 2 キロ ワ ッ ト を 超え 7 0 キ ロ ワ ッ ト 以下 

平面 正（ 側） 面 

 

 
 

 
 

Ａ 寸法は、基準では 1 5 セン チメ ート ル以上と 規定し ている が、煙突と 可燃物と 離隔距離でも 規制さ れる 。 

（ 注）（  ） 内は、 防熱板を 取り 付けた場合の寸法を 示す。  

    

② 1 2 キロ ワ ッ ト 以下 

平面 正（ 側） 面 

 

 
 

 

 
 

Ａ 寸法は、基準では 1 5 セン チメ ート ル以上と 規定し ている が、煙突と 可燃物と 離隔距離でも 規制さ れる 。 

（ 注）（  ） 内は、 防熱板を 取り 付けた場合の寸法を 示す。  

可燃物 

めがね石 

めがね石 

可燃物 

6 0 （ 5 0 ）

以上 

可
燃
物 

1 5  

（ 5 ）  

以上 

1 5 （ 5 ） 以上 

可
燃
物 

1 5 （ 5 ）  

以上 

A 

A 

1 5  

（ 5 ）  

以上 

可
燃
物 

可燃物 
可燃物 

めがね石 めがね石 
1 5 （ 5 ） 以上 

A 
A 

1 5 （ 5 ）  

以上 
可
燃
物 

6 0 （ 5 0 ）  

以上 



３  第１ 項は、 ボイ ラ ーの構造について規定し ている 。  

 ⑴ 第１ 号の｢遮熱材料｣と は、 使用さ れる 熱媒の蒸気の耐えう る 材料を いい、 ｢有効に被覆する ｣

と は、 蒸気配管でも 、 こ れが木材等の可燃物に長時間接し ている と 低温出火の危険がある ので、

被覆し た表面の温度が室温を 3 5 度と し た時に、 1 0 0 度以下と なる 厚さ ま で被覆する 必要があ

る 。  

なお、 配管の温度が高温と なる も のについては、 遮熱材の選定に留意する こ と 。 その他の遮熱

材料と し ては、 モルタ ル、 粘土、 し っ く い、 グラ ス ウ ール、 ロ ッ ク ウ ール等がある 。  

⑵ 第２ 号の｢安全装置｣と は、熱媒又はその蒸気が異常に温度上昇し 、又は圧力上昇を 起こ し た場

合、 熱媒又はその蒸気を 放出する 装置であ る 。 一般には、 一定圧力に達する と 作動する 安全弁又

は破壊板を 設けている も の等がある 。安全装置を 設ける 位置については、安全装置の作動によ っ

て、 ボイ ラ ー及び付近の従業者に災害を 与えない場所及び方向を 選んで決定すべき も のであり 、

安全な場所に導く よ う に設ける べき である こ と を 規定し ている 。安全装置の構造については、労

働安全衛生法に基づく 安全装置に関する 規格を 参考と し 、ボイ ラ ーの種類、大き さ に応じ て考慮

する こ と にし ている 。  

 

４  第２ 項は、 ボイ ラ ーの位置・ 構造及び管理については、 第３ 条（ 同条第１ 項第 1 1 号及び第 1 2

号を 除く 。） を 準用する こ と を 規定し ている 。  


